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モーリタニア月例報告 

（２０２２年１２月） 

２０２３月１月 

在モーリタニア日本国大使館 

 

主な出来事 

【内政】 

１２月１３日 トリプル選挙日程の候補日 

１２月    モーリタニアの移民対策（１３.６万人の非正規移民を登録） 

１２月２２日 トリプル選挙日程の確定と与野党の動向 

【外政】 

１２月４日  サヘル・西アフリカ地域情勢の現状と展望 

１２月５日  モーリタニア人砂金採掘業者死亡事件に対する反応 

１２月６日  Ｇ５サヘルを取り巻く状況と今後の展望 

１２月１１日 米国におけるモーリタニア人テロリストの訴追 

１２月１４日 モーリタニア・アルジェリア関係（ティンドゥフ・ズエラート間

舗装道路建設事業に係る共同フォローアップ委員会の開催） 

【経済】 

１２月２３日 ヌアディブ関連インフラ 

 

 

【内政】 

●トリプル選挙日程の候補日（１２月１３日付独立系メディア「Taqadomy」） 

１．独立国家選挙管理委員会（ＣＥＮＩ）は、審議書の中で、国民議会・州議

会・市町村議会選挙のあり得る日程案を提示した。審議書では、以下のとおり

言及されている。 

（１）一つ目の選択肢は、以下の日程であるものの、断食（ラマダン）明け祭

が４月２２日となる可能性が高いところ、本日程案は考えにくい。 

（ア）２０２３年２月６日 選挙人団の招集 

（イ）２０２３年４月７日 選挙キャンペーンの開始 

（ウ）２０２３年４月２２日 第１回投票 

（エ）２０２３年５月６日 第２回投票 

 

（２）二つ目の選択肢は、選挙キャンペーン開始を断食（ラマダン）月以降に

設定した以下の日程であり、見込みがあるところ、第一候補とすべき。 

（ア）２０２３年２月２８日 選挙人団の招集 
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（イ）２０２３年４月２８日 選挙キャンペーンの開始 

（ウ）２０２３年５月１３日 第１回投票 

（エ）２０２３年５月２７日 第２回投票 

 

●モーリタニアの移民対策（１３.６万人の非正規移民を登録）（当地民間紙

ESSAHRAA.net（アラビア語版）） 

１．ブリュッセルで開催中の会議において、レミン内務大臣は、主にサハラ以

南諸国からの外国人１３.６万人を登録し、無料の滞在許可証を発給したと述

べた。同内相は、モーリタニアは「非正規（不法）」移民の管理に全力を挙げ

ており、その結果、多くの移民が国内に定住することになったこと、一方、か

かる状況が、政府が提供する公的サービスに圧力がかかっている、と述べた。 

２．同大臣の発言骨子は以下のとおり。 

（１）モーリタニアは、２０１９年難民フォーラムの枠組みの中で、移民に関

する安全保障上の課題、人身売買や麻薬密輸の撲滅、出入国管理のための国境

沿いの検問所の設置、難民等の流入者が必要な各種社会サービスを受けやすく

するための施策を取っており、これには、ＵＮＨＣＲとの協力による包括的な

難民センサスを通じた登録文書へのアクセスの確保が含まれている。こうした

難民センサスは、ンベラ難民キャンプとバシクヌ地域のほか、東部盆地州の他

の地域・自治体に拡大されており、追って全国にも拡大される見込み。 

（２）また、本来は近隣諸国の移民の通過点に過ぎなかったモーリタニアにお

いて、多くの移民が本拠地として定住するようになっている。この点、移民の

現状を把握すべく、外国人登録キャンペーンを行い、無料で滞在許可証を取得

出来るようにしており、現在まで、サハラ以南のアフリカ出身者１３．６万人

を登録した。 

（３）更に、不法移民対策において、多くの密輸・人身売買ネットワークを解

体し、陸路・海路で拿捕された不法移民グループに対して宿泊・輸送等のサー

ビスを提供しているが、政府の負担にもなっている。この点、パートナーであ

るフランス、スペイン、ドイツ、ＥＵ及び関連国際機関の支援に期待したい。 

 

●トリプル選挙日程の確定と与野党の動向（１２月２２日付当地独立系日刊紙

「Le Calame」） 

１．１２月２１日、政府は、独立国家選挙管理委員会（ＣＥＮＩ）が提案した

国民議会・州議会・市町村議会のトリプル選挙のタイムテーブルを承認した。

２０２３年２月２８日に選挙人団（有権者グループ）が招集され、４月２８日

に選挙キャンペーンが開始され、５月１３日と２７日に第１回投票と第２回投

票が実施される予定。また、既に有効期限切れのものが多い一方で、２０２３



3 
 

年２月までの更新が不可能な国民のＩＤカードの有効期限の延長も決定してい

る。また、選挙人名簿の再調整のため、有権者数調査も実施する。 

２．選挙へのカウントダウンが始まっている。以前から、与党インサーフ（公

正）党からは、会議や支援活動を通じて、選挙前の熱気の高まりが伝わってい

た。また、ガズワニ大統領も、内陸部への遊説を重ねた。遊説は、彼の功績を

売り込むための薄っぺらい方法であり、インサーフ（公正）党を支援するため

に行われた。また、ラグダフ大統領府付大臣は、自身の地元の東部にて、選挙

運動許可期間外の選挙キャンペーンを行ったとされている。 

３．分裂の激しい野党サイドでは、連携の試みがなされている。他方、選挙が

近づくと、野党は本質的な部分で団結ができないのが常。一部の政党が、自治

体や国民議会のポストを獲得するために選挙に臨むのみである。また、よりイ

デオロギー的で、モーリタニアを前進させるための議論に関心のある人たち

は、多くのことを堪え忍ばなければならない。これらの状況の結果として、野

党の規模が縮小している。アジズ前政権下で苦難の道を歩んできた野党は、ガ

ズワニ大統領が国家的な問題を協議する気概のある人物であると考えていた

が、９月～１０月に政府・政党間で開催される見込みだった国民対話（政治協

議）が実施できず、現実に引き戻された。野党としての地位が認められるため

には、自らに有利なパワーバランスが必要なものの、野党は、パワーバランス

とは程遠い状況におかれている。実際、政府は、次期選挙に備えるべく、野党

に協議を強いるような動きを見せている。政府のこの動きは、野党間の分裂が

いかに根深いものかを示している。次の選挙で、厳しい状況に置かれた野党が

一掃されないことを祈るばかりである。 

４．アジズ前大統領は政治の場に戻ってきた。アジズ前大統領は、フランス、

ベルギー、ドイツに滞在し、特にＦＬＡＭと政治同盟に係る合意をした。アジ

ズ前大統領は、自身の裁判を待つ間、政治に影響を与えられるよう、非常に活

発に活動している。 

 

【外政】 

●サヘル・西アフリカ地域情勢の現状と展望（１２月４日付ニュースサイト

「MondeAfrique」） 

１．２０２２年９月２２日、グテレス国連事務総長は、国連総会の周辺会合

で、サヘルにおける「不安」と「不安定」について懸念を表明し、「地球規模

の脅威」であると述べた。 

２．モーリタニアは、２０１１年以降、テロリストによる攻撃を受けておら

ず、２０２２年１０月末時点で最大１１５，１３６人のマリ難民・庇護希望者

を受け入れている。チャドでは、１１月２２日にチャド湖畔のBouka-
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Toullorum島で発生したボコ・ハラムによる攻撃など、散発的な攻撃が発生し

ているものの、領土をある程度保持している。ニジェールは、これまで、フラ

ンス軍の航空支援もあって、テロリストによる領土の占拠を防ぐことに成功し

ている。ブルキナファソは、テロリストや武装勢力による定期的な襲撃を受

け、領土の４０％を失うほどバランスを失っている。マリは、テロリストによ

る攻撃の結果、国土の８割を占領ないしは占領のリスクに晒される程に沈んで

いる。 

３．１１月２２日、アクフォ＝アド・ガーナ大統領は、アクラ・イニシアティ

ブの会合の冒頭で、「サヘル地域における治安の悪化が西アフリカ全体に波及

する恐れがある。テログループは、サヘル地域での成功に勇気づけられ、新た

な活動拠点を探している。」と警告を発した。また、本会合主催者のミシェル

欧州理事会議長は、「我々は、何年も前から、テロの脅威がサヘルからギニア

沿岸諸国に広がるリスクについて話し合ってきた」と述べた。今日、テロの脅

威はもはやリスクではなく、現実のものとなっている。 

４．２０２２年１０月末、サヘル諸国の視察から帰国したヴィクトリア・ヌー

ランド米国国務次官は、マリでは、露系民間軍事企業ワグナー社要員の駐留に

もかかわらず、半年間でテロ行為が約３０％増加したと報告した。実際、少な

くとも８割のマリ領土がジハード主義者の支配下にある。更に７月には、ジハ

ード主義者達は、バマコ近郊のカティ駐屯地に対する攻撃作戦も実行した。更

に、３月以降、ガオとメナカの地域は、大サハラのイスラム国（ＩＳＧＳ）に

よる大規模な攻勢の舞台となった。 

５．（１）国連や非政府組織ＮＧＯは、ジハード主義者による、政府を支持し

たり、ジハード主義者への加入を拒んだコミュニティに対する懲罰的な作戦を

報告している。ブルキナファソの国家緊急救援・復興評議会（ＣＯＮＡＳＵ

Ｒ）は、２０２２年１０月３１日時点で１７１万９３３２人の国内避難民を記

録（１カ月で２.４８％増加）し、約２２％の教育施設が閉鎖された。これら

の教育施設の閉鎖は、１,００８,３２７人の生徒、４９０,６２２人の女子生

徒（４８.６６％）と５１７,７０５人の男子生徒（５１.３４％）と、２８,９

１９人の教師（９,１７１人の女性、１９,７４８人の男性）に影響を及ぼして

いる。 

（２）現実には、更に深刻な状況である。ブルキナファソのトラオレ暫定大統

領は、２０２２年１０月１２日、首都ワガドゥグで政治家やＮＧＯのリーダー

を前に、「領土はほとんど失われている。軍隊は政治化され、軍の基盤を離

れ、政治家が入り込んでいる。」と述べた。各上級幹部は自分の政治的側面に

従って行動しているのである。ワガドゥグとボボディウラッソの間は、交通の

便が悪化している。ブルキナファソの政治・経済の中心地であるこの国の２大
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都市は、いつテロリストに占拠されてもおかしくない状況にある。ニジェール

は南西部のブルキナファソ・マリとの国境にあるティラベリ地区が特に脆弱

で、テロリストは同地域より攻撃を行い、撤退していく。 

６．（１）６月、国連安全保障理事会は、ＭＩＮＵＳＭＡの期間をさらに１年

間延長することを決定した。しかし、８月にマリから完全撤退したフランスか

らの航空支援もなく、米国からの情報支援もない状態で、どれだけの運用が可

能なのかが疑問。本決定では、２０１３年以降に駐留している部隊、兵士１

３,２８９人と警察官１,９２０人の現状維持が規定されいるものの、ここ数週

間で、部隊や装備を提供している約１５カ国がＭＩＮＵＳＭＡからの撤退を表

明したため、この数字は減少することとなる。 

（２）同安保理の決定は、事務総長に対し、２０２３年１月までにＭＩＮＵＳ

ＭＡの形態の再調整と、軍事政権との関係の評価を提示するよう求めている。

グテレス事務総長は、「マリの変化と、残る課題に鑑み、ＭＩＮＵＳＭＡの役

割の包括的な見直しが進められている。」と述べている。 

（３）マリ暫定政権は、２０２２年５月１５日に、Ｇ５サヘルからの脱退を表

明した。暫定政権は、Ｇ５サヘルが（ＥＣＯＷＡＳやフランスなど）外部から

道具として利用され、ゴイタ大佐のＧ５サヘル議長としての地位を奪われたと

非難している。テロの震源地のマリは、かつての同盟国フランスとの軍事的協

力関係をうまく保てなくなり、フランスとの同盟関係に疑問を抱いている。実

際、９月の国連総会の前に、マリ暫定政権はフランスが武器と諜報面でテロリ

ストを支援していると非難した。また、ブルキナファソでも、ワガドゥグ郊外

に駐留し、「Sabre」作戦を展開している３００人のフランス軍兵士の撤退を

求めるデモ隊が、同様の非難を繰り返した。 

７．他方、ブルキナファソでは、軍隊が困難に直面した結果、政府は５万人の

ボランティアによる愛国監視・防衛旅団の創設を引き受けた。その結果、９万

人が本旅団に登録した。選抜された者は、数週間の軍事訓練を受けた後、作戦

地域に配備されることとなる。本旅団が解決策となるのだろうか。 

８．（１）また、ＥＣＯＷＡＳからも希望の光がやってきた。２０１７年、Ｅ

ＣＯＷＡＳは「アクラ・イニシアティブ」という地域機関の設立を決定した。

本イニシアティブは、地域の人々の安全と安心を確保するためであった。２０

２２年１１月２２日、アクラで、ガーナ、ベナン、トーゴ、コートジボワー

ル、ブルキナファソの首脳が再び会談した。ＥＣＯＷＡＳの代表及びシャル

ル・ミシェル欧州理事会議長も出席した。英国からは軍担当大臣が出席し、ド

イツ、アメリカ、スペイン、フランス、ノルウェー、オランダからはアクラ・

イニシアティブに対する関心を伝えるメッセージが送られた。他方、マリは、

「沿岸・サヘル地域の安全保障上の課題に対する信頼性の高い、予防的かつ協
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調的な対応」をテーマとした会議をボイコットした。 

（２）アクラ・イニシアティブは、ブルキナファソに２,０００人の兵士から

なる合同部隊を派遣する意向を表明した。最終的には１万人規模の部隊とな

り、主にガーナ北部のタマレを拠点とし、諜報拠点をワガドゥグとする予定で

ある。これまでナイジェリアは、この派兵構想を静観していたが、今回、人員

の動員や航空・後方支援に乗り出すことにした。これは歓迎すべき貢献であ

る。本統合部隊には、５億５千万米ドル、２,７５０億ＣＦＡフランの予算が

必要とされている。本必要予算の確保に関して、地域大国のナイジェリアと大

国でアクラ・イニシアティブに関与しているイギリスのリーダーシップに期待

がかかっている。 

 

●モーリタニア人砂金採掘業者死亡事件に対する反応（１２月５日付汎アラブ

系メディア「Al-Quds Al-Arabi」） 

１．モーリタニア国内では、西サハラ領内でここ数週間の間に繰り返されるモ

ロッコ軍のドローン攻撃によるモーリタニア人砂金採掘業者死亡事件に対する

批判の声が広がっている。 

２．モロッコ政府は、本件に関しては沈黙を貫いている。他方、モーリタニア

政府は、沈黙を破った。アブディ（M.Mohamed El Moctar Ould ABDI）ティリ

ス・ゼムール州知事は、以下のように述べた。 

（１）モーリタニア領外で発生するモーリタニア人国民の死亡事故はもはや受

け入れられない。政府は、危険地帯に渡ろうと試みるモーリタニア国民、特に

金採掘業者を食い止める措置を行う。 

（２）国民は、法に則った形で国境を通過しなければならない。我々をとりま

く現在の情勢は、もはや以前の情勢とは大きく異なっており、今後もどのよう

に変容するのか予断を許さない。国民全員が、この現状を認識する必要があ

る。 

（３）国として、国境での兵士や、設備、武器及び航空機の配備が肝要であ

る。また、国民に自分達の領域に残ってもらうよう取り組む必要もある。国

は、国民の人命を危険に晒す行為を断じて許容しない。危険を認識していない

国民を危険地帯に送り込むことや、砂金採掘業者を車で国境外に送り出すよう

な行為は一切受け入れられない。国民を国境外に送り出す行為に関与した者達

は全員逮捕されるであろう。 

 

３．野党進歩勢力連合（ＵＦＰ）は、声明にて、以下のように言及している。 

モロッコ軍は、モーリタニア市民に対する爆撃を意図的に繰り返している。モ

ロッコ当局に対して、爆撃を自制するよう呼びかける。また、モーリタニア当
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局及び国際機関に対して、モーリタニア市民をターゲットにした、国際的人道

主義の価値観に相反する行為に毅然とした対応を求める。 

４．更に、野党運動「Kavana」は、声明にて以下のように述べた。 

（１）今回の事件は、悲しみと共に、ガズワニ大統領や、政府の沈黙に対する

疑問を呼び起こしている。我々は、モロッコ側のモーリタニア国民殺害の罪を

強く非難する。本件に対する毅然とした対応、真剣な調査を求める。 

（２）我々は、モーリタニアの主権侵害に対するガズワニ大統領の沈黙の責任

を問う。 

５． 政権与党インサーフ（公正）党の元党首のマハム氏は、本件に関して

自身のブログにて以下のように言及した。 

（１）「砂の壁」の向こう側から到来するモロッコ軍によるモーリタニア国民

に対するドローン攻撃の頻発は、警戒すべき事案。モーリタニア・西サハラ両

国の国境線を住民が避けることは難しい。また、何ら目印や標識がない両国の

国境を遵守するのは困難。モーリタニア国民にとって両国国境は、同胞同士

や、同じ部族同士を分断する単なる幻想的な境界線のままである。国際的には

ＭＩＮＵＳＭＡの統治下と、地域的には西サハラ自由区とみなされ、モーリタ

ニア市民に対して脅威を与え得るモロッコのプレゼンスが本来であれば全くな

い地域で、戦争がエスカレートしている。 

（２）我々は、軍事目標と市民を識別できるモロッコ軍の能力を認識してい

る。故に、モロッコ軍が武力を無辜の市民に用いた際には、声明にて武力行使

を正当化し、武力行使の理由を説明すべきである。また、少なくとも、死傷者

を繰り返さないとする謝罪を行うべきである。 

（３）モーリタニア人の犠牲を軽んじる行為には黙っているべきではない。モ

ーリタニアは、あらゆる手段で国民を守る能力がある。犠牲を尊ぶのは力によ

る現状承認への追随では決してない。 

 

●Ｇ５サヘルを取り巻く状況と今後の展望（１２月６日付ニュースサイト「La 

Depeche」） 

１．Ｇ５サヘルに未だ未来はあるのか。複数の国での政情不安や、サヘル地域

における露系民間軍事企業（ワグナー社）のプレゼンスなど、疑問は尽きな

い。 

２．ジハード主義の脅威の結果すでに弱体化しているＧ５サヘル（チャド、モ

ーリタニア、マリ、ブルキナファソ、ニジェール）は、フランスとの外交危機

に陥ったマリの離反にも直面している。ブルキナファソもまた、ＥＣＯＷＡＳ

に敵対するゴイタ大佐と同じ道を歩んでいるように見える。 

３．ＥＣＯＷＡＳは、２０２２年１２月４日、西アフリカの平和維持軍の創設
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を決定したが、その主な役割は、クーデターとジハード主義の推進を封じ込め

ることにあるようだ。ＥＣＯＷＡＳ国防相会議は、当該平和維持軍の輪郭を議

論する予定。この議論は、アブジャで開催された非公開会議の後に発表された

コミュニケに暗示されている。また、コミュニケにてＥＣОＷＡＳは、マリ暫

定政権に対し、７月以来拘束されている４６人のコートジボワール人兵士を１

２月末までに解放するよう求めている。かかる要求は、マリからの軍隊撤退を

発表している欧米諸国もいる最中、ゴイタ政権に対する追加制裁のリスクを伴

っている。 

４．アブジャ・サミットは、ＥＣＯＷＡＳ７カ国（ベナン、トーゴ、ガーナ、

コートジボワール、ブルキナファソ、ニジェール、マリ）が「ジハード主義の

暴力拡大に対する戦いにおける協力強化」のために欧州の指導者と開いた会合

（於：アクラ）に次ぐもの。ギニア湾にテロの脅威が移ったことで、Ｇ５サヘ

ルの運用性向上へのコミットメントが損なわれるのではないのか。すでにマリ

との国境に軍隊を展開しているセネガルのような新しい国が、Ｇ５サヘルに参

加するのだろうか。ヨーロッパ向けのガス開発であるＧＴＡ（モーリタニア・

セネガル国境沖海底ガス田開発）は、ロシアにとって好意的なものなのか。ロ

シアは、ウクライナでの西側諸国との戦争に続いて、伝統的な同盟国ととも

に、地域全体を不安定させる力があるのか。これらはすべて、サヘル地域の未

来を不透明にする問いである。 

５．選挙前という国内事情はあるものの、モーリタニアのガズワニ大統領は、

モーリタニアに本部を置くＧ５サヘルの将来を強く懸念しているようだ。ガズ

ワニ大統領は、ミシェル欧州理事会議長を迎え、Ｇ５サヘルの将来や、（おそ

らくではあるが）ロシアのプレゼンスなど、微妙な問題を非公開で話し合った

ばかりであるところ、Ｇ５サヘルを確実に維持するためのイニシアティブを取

りたいのであろう。実際、ガズワニ大統領は、サヘル同盟のメンバー国や組織

と、同組織の関心事や課題についてしばしば協議している。 

６．さらに、ＮＡＴＯの特別な軍事パートナーであり、同時にマリとも同じ立

場にあるモーリタニアは、ゴイタ大佐のクーデターによって生じた行き詰まり

を打開するために、宥和と良識への回帰を提唱していることは間違いない。行

き詰まりの結果、ガズワニ大統領の取組にもかかわらず、Ｇ５サヘルの機能は

低下してしまった。 

７．Ｇ５サヘルの機能低下を受け、ガズワニ大統領は、２０２３年２月にニジ

ェールの首都ニアメでＧ５サヘル首脳会議を開催するよう関係者を説得し、新

しいダイナミズムを与えようとしている。先日、マハマト・デビ大統領も、テ

ィアレ（ERIC YEMDAOGO TIARE）Ｇ５サヘル執行事務局長を出迎え、新たな行

動の緊急性を指摘している。 
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●米国におけるモーリタニア人テロリストの訴追（１２月１１日付、当地独立

系メディア「Al Akhbar」（アラビア語版）） 

１．アメリカ司法当局は、モーリタニア人テロリストのファワズ・イブラヒム

に対して、アメリカ人市民１名が死亡した２０１５年のマリの首都バマコにお

けるテロ事件を含め６件のテロ容疑で訴追した。 

２．アメリカ司法省は声明にて、イブラヒム氏が、９日（金）、ニューヨーク

東部地区連邦裁判所に出廷したと述べた。全ての容疑が有罪となった場合、終

身刑に付される可能性が高い。 

３．司法省は、イブラヒム氏の罪は、上述のテロ事件におけるアメリカ人市民

の殺害、銃器の無差別使用、ＡＱＩＭ（イスラム・マグレブ諸国のアルカイ

ダ）、アル・ムラービトゥーンへの支援の実施とその試み及び爆発物の無差別

使用であるとしている。 

４．イブラヒム氏は、８日（木）に、ニューヨークに移送されたが、移送前ま

では、マリのバマコに拘留されていた。司法省は、マリ側が捜査の間の支援・

サポート提供してくれたと述べている。 

 

●モーリタニア・アルジェリア関係（ティンドゥフ・ズエラート間舗装道路建

設事業に係る共同フォローアップ委員会の開催）（１２月１４日付当地独立系

メディア「サハラメディア」） 

１．モーリタニア・アルジェリア両国は、昨年アルジェにて両国間で署名され

た、ティンドゥフ・ズエラート間舗装道路建設事業に係る覚書のフォローアッ

プを行う共同委員会第１回会議を開催した。アルジェリアのラフルール公共事

業・水・基礎インフラ大臣及びモーリタニアのシュルーカ設備・運輸大臣が、

同委員会の共同議長となった。 

２．ラフルール大臣は開会式で以下の通り述べた。 

（１）全長７７３㎞の当該事業の準備と詳細な調査が数日中に開始される。 

（２）当該道路は、アルジェリアとモーリタニアの地政学的位置により、国際

的な中継ルートとなっていることから、両国のみならずリビア、チュニジア、

アルジェリア間の経済交流をさらに発展させる重要性を有している。 

（３）アルジェリア・モーリタニア両国は、ヨーロッパ、アラブ・マグレブ、

アフリカを結ぶ２つの中継地点を構成していることから、ヒト・モノの移動を

促し、アフリカ諸国への国産品の輸出と地域全体の経済発展を促進する。 

（４）今回の委員会開催により、この重要な事業の立ち上げに必要な税関、技

術、管理施設など、事業のすべての関係者のために必要なすべての設備・施設

の調査ができた。 
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（５）当該事業の最初の区間の７５㎞はすでに完成しており、両国の領土に２

つの国境センターを建設する作業は、来年の早い段階で完了する予定。 

 

【経済】 

●ヌアディブ関連インフラ（１２月２３日付当地政府系ニュースサイト「モー

リタニア通信（ＡＭＩ）」） 

１．漁業インフラ（缶詰工場、海産物保管所） 

（１）２２日、イワシの缶詰工場を含む産業コンプレックスの建設及び水産物

貯蔵庫拡張の竣工式が開催された 

（２）Abbas Holdingの融資を受けた3M Seadoodの缶詰工場は、来年１月から

イワシの缶詰を供給予定。約２５０人の直接雇用を創出し、イワシの缶詰（日

量１０万缶）の生産施設、表層魚やタコ等の冷凍施設（日量１１０トン）及び

貯蔵施設（４,０００トン）で構成（総工費約５,７００万ウギア（約２０億

円））。当地における漁業セクター産業化の第一歩となる。 

（３）また、水産物配給公社（ＳＮＤＰ）傘下の水産物貯蔵庫の拡張により、

これまでの４５０トンの貯蔵能力が１,４５０トンに、国全体の水産物貯蔵能

力は１,３７５トンから２,３７５トンに増強される（総工費約３,３００万ウ

ギア（約１２億円））。現在、国内約４０４の拠点では、主に社会的脆弱層約

１４.１万人、２.３万世帯に対し、毎日４７トンの魚を配給しており、（仲介

業者となる）民間保管サービスへの販売が不要となることで、年間２,６００

万ウギアの利益が見込まれる。 

（４）マイーフ漁業大臣によれば、モーリタニアの年間漁獲可能量は約１８０

万トン、水産セクターの輸出量は年間平均５０万トン超で、獲得外貨は約９億

ドル超、国家予算への直接的貢献は１０億ウギア（約３５億円）。また、２

２.６万人に雇用機会（うち６.６万人は無期限雇用）を提供している。 

 

２．鉄鉱石積出港の浚渫・拡張 

 ２２日、モーリタニア鉄鋼公社（ＳＮＩＭ）による鉄鉱石積出港の浚渫工事

及び水路拡張工事の起工式が開催された。今回の浚渫工事により、積出港の喫

水深度が１６.１５mから１８.３mとなり、最大２５万トンの船舶を収容可能と

なり、船積み頻度の増加、作業の迅速化を通じて輸出能力が向上する。また、

船舶水路を現在の１５㎞から２５㎞に延長し、幅を４００mから５８２mに拡

張。ＳＮＩＭ、欧州投資銀行、アフリカ開銀が総工費約１,１０７万ユーロを

共同融資する。 

 

３．ヌアディブ市内給水事業 
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（１）２３日、Boulenoir（ヌアディブ市から北東約８０㎞）で、ヌアディブ

市内給水事業の起工式が開催。同事業は、２０３７年までにBoulenoirからヌ

アディブ市内への飲料水供給を行うもので、モーリタニア政府とアラブ経済社

会開発基金（ＦＡＤＥＳ）が３２億ウギア（約１００億円）を融資。 

（２）第１フェーズでは日量１万m3の給水能力を有する１０本の井戸を建設。

第２フェーズでは遠隔制御システムの設置、古い井戸の改修、井戸運用のため

の１５kVの高電圧線の敷設、取水管３４.５㎞（直径２００～５００㎜）、

Boulenoir地区内の配水管６.９㎞（直径７５～３１５㎜）の敷設を伴う。第３

フェーズではヌアディブ市内に全長４３.１㎞の配水網を敷設し、３,０００の

新規接続口と９の主要流量計を設置。第４フェーズではBoulenoirからヌアデ

ィブまでの全長７６．５５㎞のパイプライン（直径８００㎜）の建設、市内配

水拠点と貯水池（容量５,０００m3）の整備等を含む。 

 

 


